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東京電力福島原子力発電所事故による大規模な原子力損害を受け、政府とし

て、 

①被害者への迅速かつ適切な損害賠償のための万全の措置 

②東京電力福島原子力発電所の状態の安定化・事故処理に関係する事業者等

への悪影響の回避 

③電力の安定供給 

の３つを確保するため、「国民負担の極小化」を図ることを基本として、損害賠

償に関する支援を行うための所要の措置を講ずる。  

 

 

 

原子力事業に係る巨額の損害賠償が生じる可能性を踏まえ、原子力事業者に

よる相互扶助の考えに基づき、将来にわたって原子力損害賠償の支払等に対応

できる支援組織（機構）を中心とした仕組みを構築する。 

 

（１）原子力損害賠償支援機構の設置、原子力事業者からの負担金の収納 

原子力損害が発生した場合の損害賠償の支払等に対応する支援組織として、

原子力損害賠償支援機構を設け、損害賠償に備えるため積立てを行う。 

機構は、機構の業務に要する費用として、原子力事業者から負担金の収納を

行う。 
機構に、第三者委員会的な組織として「運営委員会」を設置し、原子力事業

者への資金援助に係る議決等、機構の業務運営に関する議決を行う。 

 

（２）機構による通常の資金援助 

原子力事業者が損害賠償を実施する上で機構の援助を必要とするときは、機

構は、運営委員会の議決を経て、資金援助（資金の交付、株式の引受け、融資、

社債の購入等）を行う。 

機構は、資金援助に必要な資金を調達するため、政府保証債の発行、金融機

関からの借入れをすることができる。 

 

（３）機構による特別資金援助 

１．法案の趣旨 

２．法案の概要 
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①特別事業計画の認定 

機構が原子力事業者に資金援助を行う際、政府の特別な支援が必要な場合、

原子力事業者と共に「特別事業計画」を作成し、主務大臣の認定を求める。 

特別事業計画には、原子力損害賠償額の見通し、賠償の迅速かつ適切な実施

のための方策、資金援助の内容及び額、経営の合理化の方策、賠償履行に要す

る資金を確保するための関係者（ステークホルダー）の協力の要請、経営責任

の明確化のための方策等について記載する。 

機構は、計画作成にあたり原子力事業者の資産の厳正かつ客観的な評価及び

経営内容の徹底した見直しを行う。 

主務大臣は、関係行政機関の長への協議を経て、特別事業計画を認定する。 

 

②特別事業計画に基づく事業者への援助 

主務大臣の認定を受け、機構は、特別事業計画に基づく資金援助（特別援助）

を実施するため、政府は機構に国債を交付し、機構は国債の償還を求め（現金

化）、原子力事業者に対し必要な資金を交付する。 

機構は、政府保証債の発行等により資金を調達し、事業者を支援する。 

 

（４）機構による国庫納付 

機構から援助を受けた原子力事業者は、特別負担金を支払う。 

機構は、負担金等をもって国債の償還額に達するまで国庫納付を行う。 

 

ただし、政府は、負担金によって電気の安定供給等に支障を来し、または利

用者に著しい負担を及ぼす過大な負担金を定めることとなり、国民生活・国民

経済に重大な支障を生ずるおそれがある場合、機構に対して必要な資金の交付

を行うことができる。 

 

（５）損害賠償の円滑化業務 

損害賠償の円滑な実施を支援するため、①被害者からの相談に応じ必要な情

報の提供及び助言、②原子力事業者が保有する資産の買取りを行う。 

 

 

 

公布の日から施行する。なお、政府は、エネルギーに関する施策の在り方に

ついての検討を踏まえつつ、法律施行後、適当な時期に、①損害賠償の実施の

状況、②電力の安定供給等事業の運営の状況、③経済金融情勢その他の事情、

等について検討し、所要の措置を講ずる。 

３．施行期日等 



 

 
 

○参考 原子力損害賠償支援機構法案（抜粋） 

 

（特別事業計画の認定） 

第四十四条 機構は、第四十一条第一項の規定による資金援助を行う旨

の決定をしようとする場合において、当該資金援助に係る資金交付に

要する費用に充てるため第四十七条第二項の規定による国債の交付

を受ける必要があり、又はその必要が生ずることが見込まれるときは、

運営委員会の議決を経て、当該資金援助の申込みを行った原子力事業

者と共同して、当該原子力事業者による損害賠償の実施その他の事業

の運営及び当該原子力事業者に対する資金援助に関する計画（以下

「特別事業計画」という。）を作成し、主務大臣の認定を受けなけれ

ばならない。 

２ 特別事業計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 第四十条第二項第一号、第二号及び第四号に掲げる事項 

二 原子力事業者の経営の合理化のための方策 

三 前号に掲げるもののほか、原子力損害の賠償の履行に充てるため

の資金を確保するための原子力事業者による関係者に対する協力

の要請その他の方策 

四 原子力事業者の資産及び収支の状況に係る評価に関する事項 

五 原子力事業者の経営責任の明確化のための方策 

六 原子力事業者に対する資金援助の内容及び額 

七 交付を希望する国債の額その他資金援助に要する費用の財源に

関する事項 

八 その他主務省令で定める事項 
３ 機構は、特別事業計画を作成しようとするときは、当該原子力事業

者の資産に対する厳正かつ客観的な評価及び経営内容の徹底した見
直しを行わなければならない。 

４ 主務大臣は、第一項の認定の申請があった特別事業計画が次に掲げ
る要件の全てに該当すると認める場合に限り、同項の認定をすること
ができる。 
一 当該原子力事業者による原子力損害の賠償の迅速かつ適切な実
施及び電気の安定供給その他の原子炉の運転等に係る事業の円滑
な運営の確保を図る上で適切なものであること。 

二 第二項第二号に掲げる事項が、当該原子力事業者が原子力損害の



 

 
 

賠償の履行に充てるための資金を確保するため最大限の努力を尽
くすものであること。 

三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 
５ 主務大臣は、第一項の認定をしようとするときは、あらかじめ、財
務大臣その他関係行政機関の長に協議しなければならない。 

６ 主務大臣は、第一項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨及び当
該認定に係る特別事業計画（以下「認定特別事業計画」という。）を
公表するものとする。ただし、当該特別事業計画を提出した原子力事
業者の取引者の秘密を害するおそれのある事項及び当該原子力事業
者の業務の遂行に不当な不利益を与えるおそれのある事項について
は、この限りでない。 

 
（資産の買取り） 
第五十二条 機構は、資金援助を受けた原子力事業者からの申込みに基
づき、当該資金援助に係る原子力損害の賠償の履行に充てるための資
金の確保に資するため、当該原子力事業者の保有する資産の買取りを
行うことができる。 

２ 機構は、前項の資産の買取りの申込みがあったときは、遅滞なく、
運営委員会の議決を経て、当該資産の買取りを行うかどうかを決定し
なければならない。 

３ 第四十一条第二項及び第三項の規定は、前項の規定による決定につ
いて準用する。 



「原子力損害賠償支援機構法案」の概要

機構（新設）
原子力事業者（電力会社等）

相互扶助の仕組み相互扶助の仕組み
請
求

政 府

金融
機関

融資等

返済

援助（交付国債）国庫納付

被害者からの賠償相談窓口の
設置等賠償実施の円滑化

被害者・被害事業者

賠
償

東 京 電 力

一般負担金

東京電力福島原子力発電所の事故によって、住民や事業者の方々に大きな損害が発生している。
政府として、①被害者への迅速かつ適切な損害賠償のための万全の措置、②東京電力福島原子力発電所の

状態の安定化・事故処理に関係する事業者等への悪影響の回避、③電力の安定供給の３つを確保するため、
国民負担の極小化を図ることを基本として、損害賠償に関する支援を行う。

特別負担金

資金の交付等

現時点で事故が収束しておらず、賠
償総額の見通しが立っていない。

東京電力による被害者への完全な
損害賠償が速やかになされるよう体
制の整備が不可欠。

東京電力は、必要な設備投資や燃料
調達等の継続、事故収束への対応
が資金繰りの面で困難な状況。

課題

巨額の損害賠償が生じる可能性を踏まえ、原子力事業者が損害賠償の支払等に
対応するため、①原子力事業者は「相互扶助」の考え方に基づき、それぞれ資金
を拠出しあって備え、②必要な場合には政府が損害賠償の支払等に係る援助を
行う仕組みを構築する。

新たな支援措置の概要

※法律施行後、適切な時期に、①損害賠償の実施の状況、②電力の
安定供給等事業の運営の状況、③経済金融情勢その他の事情、等
について検討し、所要の措置を講ずる。

機構を通じた支援によって、原子力損害賠償法上の賠償責任を有する事業者に
おいて、迅速かつ適切な賠償の実施が滞ることのないよう万全を期す。

政府保証
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対象：避難区域等において営業損害を被った中小企業者
実施状況：６/１０から支払開始。

対象：政府指示による避難・屋内退避住民
仮払い額：100万円／１世帯（単身世帯は75万円）
実施状況：５月末までに対象50,000世帯に支払完了。

（参考）原子力損害の範囲の判定指針と仮払いの実施状況について

原子力損害賠償
紛争審査会

原子力発電所事故
経済被害対応チーム

関係閣僚会合

東京電力による損害賠償の仮払い金の支払い

対象：政府指示により出荷制限を受けた農林漁業者等
実施状況：５月末から支払開始。

原子力発電所事故によ
る経済被害対応本部決

定（４／１５）

原子力発電所事故経済
被害対応チーム関係閣
僚会合決定（５／１２）

損害賠償請求の手続が完了し、賠償金の支払いに至るまでには、通常、相当の時間を要すると見込まれる。
こうした中、被害者の方々は当面の資金を必要としており、紛争審査会が策定する指針が対象とする事項に

ついて、順次、スピード感を持って仮払い金が支給されることが極めて重要。
既に、避難・屋内退避住民への仮払いは概ね完了。５月末からは、政府指示による出荷停止等を余儀なくさ

れた農林漁業者に、6/10からは避難指示を受け操業停止となった中小企業者等に対して仮払いが開始。

東 京 電 力

大臣談話（５／３１）

第一次指針
（４／２８）

第１弾

第２弾

第３弾

第二次指針
（５／３１）
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）
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）
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―
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第
四
款

負
担
金
の
額
の
特
例
（
第
五
十
条
）

第
四
節

損
害
賠
償
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
た
め
の
相
談
そ
の
他
の
業
務
（
第
五
十
一
条
・
第
五
十
二
条
）

第
六
章

財
務
及
び
会
計
（
第
五
十
三
条
―
第
六
十
条
）

第
七
章

監
督
（
第
六
十
一
条
・
第
六
十
二
条
）

第
八
章

雑
則
（
第
六
十
三
条
―
第
六
十
九
条
）

第
九
章

罰
則
（
第
七
十
条
―
第
七
十
六
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
目
的
）

第
一
条

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
は
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
四
十
七
号
。
以

下
「
賠
償
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
原
子
力
事
業
者
（
第
三
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
原
子
力
事
業
者
を

い
う
。
第
三
十
六
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
賠
償
の
責
め
に
任
ず
べ
き
額
が
賠
償
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
賠
償
措
置

額
（
第
四
十
条
第
一
項
に
お
い
て
単
に
「
賠
償
措
置
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
原
子
力
損
害
（
賠
償
法
第
二
条
第
二
項
に
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規
定
す
る
原
子
力
損
害
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
原
子
力
事
業
者
が
損
害
を
賠
償
す
る
た

め
に
必
要
な
資
金
の
交
付
そ
の
他
の
業
務
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
迅
速
か
つ
適
切
な
実
施
及
び
電
気

の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉
の
運
転
等
（
第
三
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
原
子
炉
の
運
転
等
を
い
う
。
）
に
係
る
事
業

の
円
滑
な
運
営
の
確
保
を
図
り
、
も
っ
て
国
民
生
活
の
安
定
向
上
及
び
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と

す
る
。

（
法
人
格
）

第
二
条

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
は
、
法
人
と
す
る
。

（
数
）

第
三
条

機
構
は
、
一
を
限
り
、
設
立
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

（
資
本
金
）

第
四
条

機
構
の
資
本
金
は
、
そ
の
設
立
に
際
し
、
政
府
及
び
政
府
以
外
の
者
が
出
資
す
る
額
の
合
計
額
と
す
る
。

２

機
構
は
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
、
そ
の
資
本
金
を
増
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
名
称
）
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第
五
条

機
構
は
、
そ
の
名
称
中
に
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
と
い
う
文
字
を
用
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

機
構
で
な
い
者
は
、
そ
の
名
称
中
に
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
と
い
う
文
字
を
用
い
て
は
な
ら
な
い
。

（
登
記
）

第
六
条

機
構
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
登
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
登
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
は
、
登
記
の
後
で
な
け
れ
ば
、
こ
れ
を
も
っ
て
第
三
者
に
対
抗
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
の
準
用
）

第
七
条

一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
四
条
及
び
第
七
十
八
条

の
規
定
は
、
機
構
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
二
章

設
立

（
発
起
人
）

第
八
条

機
構
を
設
立
す
る
に
は
、
電
気
事
業
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
と
経
験
を
有
す
る
者
三
人
以
上
が
発
起
人
に
な
る
こ

と
を
必
要
と
す
る
。
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（
定
款
の
作
成
等
）

第
九
条

発
起
人
は
、
速
や
か
に
、
機
構
の
定
款
を
作
成
し
、
政
府
以
外
の
者
に
対
し
機
構
に
対
す
る
出
資
を
募
集
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
定
款
に
は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

目
的

二

名
称

三

事
務
所
の
所
在
地

四

資
本
金
及
び
出
資
に
関
す
る
事
項

五

運
営
委
員
会
に
関
す
る
事
項

六

役
員
に
関
す
る
事
項

七

業
務
及
び
そ
の
執
行
に
関
す
る
事
項

八

財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
事
項

九

定
款
の
変
更
に
関
す
る
事
項
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十

公
告
の
方
法

（
設
立
の
認
可
）

第
十
条

発
起
人
は
、
前
条
第
一
項
の
募
集
が
終
わ
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
定
款
を
主
務
大
臣
に
提
出
し
て
、
設
立
の
認

可
を
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
務
の
引
継
ぎ
）

第
十
一
条

発
起
人
は
、
前
条
の
認
可
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
事
務
を
機
構
の
理
事
長
と
な
る
べ
き
者
に
引
き

継
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

機
構
の
理
事
長
と
な
る
べ
き
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
事
務
の
引
継
ぎ
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
政
府
及
び
出

資
の
募
集
に
応
じ
た
政
府
以
外
の
者
に
対
し
、
出
資
金
の
払
込
み
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
設
立
の
登
記
）

第
十
二
条

機
構
の
理
事
長
と
な
る
べ
き
者
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
出
資
金
の
払
込
み
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な

く
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
設
立
の
登
記
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

機
構
は
、
設
立
の
登
記
を
す
る
こ
と
に
よ
り
成
立
す
る
。
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第
三
章

運
営
委
員
会

（
設
置
）

第
十
三
条

機
構
に
、
運
営
委
員
会
を
置
く
。

（
権
限
）

第
十
四
条

こ
の
法
律
で
別
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
は
、
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

定
款
の
変
更

二

業
務
方
法
書
の
作
成
又
は
変
更

三

予
算
及
び
資
金
計
画
の
作
成
又
は
変
更

四

決
算

五

そ
の
他
運
営
委
員
会
が
特
に
必
要
と
認
め
る
事
項

（
組
織
）

第
十
五
条

運
営
委
員
会
は
、
委
員
八
人
以
内
並
び
に
機
構
の
理
事
長
及
び
理
事
を
も
っ
て
組
織
す
る
。

２

運
営
委
員
会
に
委
員
長
一
人
を
置
き
、
委
員
の
う
ち
か
ら
、
委
員
の
互
選
に
よ
っ
て
こ
れ
を
定
め
る
。
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３

委
員
長
は
、
運
営
委
員
会
の
会
務
を
総
理
す
る
。

４

運
営
委
員
会
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
委
員
の
う
ち
か
ら
、
委
員
長
に
事
故
が
あ
る
場
合
に
委
員
長
の
職
務
を
代
理
す
る
者
を

定
め
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
委
員
の
任
命
）

第
十
六
条

委
員
は
、
電
気
事
業
、
経
済
、
金
融
、
法
律
又
は
会
計
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
と
経
験
を
有
す
る
者
の
う
ち
か

ら
、
機
構
の
理
事
長
が
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
任
命
す
る
。

（
委
員
の
任
期
）

第
十
七
条

委
員
の
任
期
は
、
二
年
と
す
る
。
た
だ
し
、
委
員
が
欠
け
た
場
合
に
お
け
る
補
欠
の
委
員
の
任
期
は
、
前
任
者
の

残
任
期
間
と
す
る
。

２

委
員
は
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
委
員
の
解
任
）

第
十
八
条

機
構
の
理
事
長
は
、
委
員
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は
、
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け

て
、
そ
の
委
員
を
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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一

破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
と
き
。

二

禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
た
と
き
。

三

心
身
の
故
障
の
た
め
職
務
を
執
行
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

四

職
務
上
の
義
務
違
反
が
あ
る
と
き
。

（
議
決
の
方
法
）

第
十
九
条

運
営
委
員
会
は
、
委
員
長
又
は
第
十
五
条
第
四
項
に
規
定
す
る
委
員
長
の
職
務
を
代
理
す
る
者
の
ほ
か
、
委
員
並

び
に
機
構
の
理
事
長
及
び
理
事
の
過
半
数
が
出
席
し
な
け
れ
ば
、
会
議
を
開
き
、
議
決
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

２

運
営
委
員
会
の
議
事
は
、
出
席
し
た
委
員
並
び
に
機
構
の
理
事
長
及
び
理
事
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
す
る
。
可
否
同
数
の

と
き
は
、
委
員
長
が
決
す
る
。

（
委
員
の
秘
密
保
持
義
務
）

第
二
十
条

委
員
は
、
そ
の
職
務
上
知
る
こ
と
の
で
き
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
委
員
が
そ
の
職
を
退
い
た
後
も
、

同
様
と
す
る
。

（
委
員
の
地
位
）
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第
二
十
一
条

委
員
は
、
刑
法
（
明
治
四
十
年
法
律
第
四
十
五
号
）
そ
の
他
の
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
法
令
に
よ
り
公
務

に
従
事
す
る
職
員
と
み
な
す
。

第
四
章

役
員
等

（
役
員
）

第
二
十
二
条

機
構
に
、
役
員
と
し
て
理
事
長
一
人
、
理
事
四
人
以
内
及
び
監
事
一
人
を
置
く
。

（
役
員
の
職
務
及
び
権
限
）

第
二
十
三
条

理
事
長
は
、
機
構
を
代
表
し
、
そ
の
業
務
を
総
理
す
る
。

２

理
事
は
、
理
事
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
機
構
を
代
表
し
、
理
事
長
を
補
佐
し
て
機
構
の
業
務
を
掌
理
し
、
理
事
長

に
事
故
が
あ
る
と
き
は
そ
の
職
務
を
代
理
し
、
理
事
長
が
欠
員
の
と
き
は
そ
の
職
務
を
行
う
。

３

監
事
は
、
機
構
の
業
務
を
監
査
す
る
。

４

監
事
は
、
監
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
運
営
委
員
会
、
理
事
長
又
は
主
務
大
臣
に
意
見
を

提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
役
員
の
任
命
）
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第
二
十
四
条

理
事
長
及
び
監
事
は
、
主
務
大
臣
が
任
命
す
る
。

２

理
事
は
、
理
事
長
が
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
任
命
す
る
。

（
役
員
の
任
期
）

第
二
十
五
条

役
員
の
任
期
は
、
二
年
と
す
る
。
た
だ
し
、
役
員
が
欠
け
た
場
合
に
お
け
る
補
欠
の
役
員
の
任
期
は
、
前
任
者

の
残
任
期
間
と
す
る
。

２

役
員
は
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
役
員
の
欠
格
条
項
）

第
二
十
六
条

政
府
又
は
地
方
公
共
団
体
の
職
員
（
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
は
、
役
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
役
員
の
解
任
）

第
二
十
七
条

主
務
大
臣
又
は
理
事
長
は
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
任
命
に
係
る
役
員
が
前
条
の
規
定
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
は

、
そ
の
役
員
を
解
任
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

主
務
大
臣
又
は
理
事
長
は
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
任
命
に
係
る
役
員
が
第
十
八
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と

き
そ
の
他
役
員
た
る
に
適
し
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
第
二
十
四
条
の
規
定
の
例
に
よ
り
、
そ
の
役
員
を
解
任
す
る
こ
と
が
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で
き
る
。

（
役
員
の
兼
職
禁
止
）

第
二
十
八
条

役
員
（
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
は
、
営
利
を
目
的
と
す
る
団
体
の
役
員
と
な
り
、
又
は
自
ら
営
利
事
業
に
従

事
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
主
務
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
監
事
の
兼
職
禁
止
）

第
二
十
九
条

監
事
は
、
理
事
長
、
理
事
、
運
営
委
員
会
の
委
員
又
は
機
構
の
職
員
を
兼
ね
て
は
な
ら
な
い
。

（
代
表
権
の
制
限
）

第
三
十
条

機
構
と
理
事
長
又
は
理
事
と
の
利
益
が
相
反
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
者
は
、
代
表
権
を
有
し
な
い
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
監
事
が
機
構
を
代
表
す
る
。

（
代
理
人
の
選
任
）

第
三
十
一
条

理
事
長
は
、
機
構
の
職
員
の
う
ち
か
ら
、
機
構
の
業
務
の
一
部
に
関
す
る
一
切
の
裁
判
上
又
は
裁
判
外
の
行
為

を
行
う
権
限
を
有
す
る
代
理
人
を
選
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
職
員
の
任
命
）



­ 13 ­

第
三
十
二
条

機
構
の
職
員
は
、
理
事
長
が
任
命
す
る
。

（
役
員
等
の
秘
密
保
持
義
務
等
）

第
三
十
三
条

第
二
十
条
及
び
第
二
十
一
条
の
規
定
は
、
役
員
及
び
職
員
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
五
章

業
務

第
一
節

業
務
の
範
囲
等

（
業
務
の
範
囲
）

第
三
十
四
条

機
構
は
、
第
一
条
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
次
の
業
務
を
行
う
。

一

次
節
の
規
定
に
よ
る
負
担
金
の
収
納

二

第
三
節
の
規
定
に
よ
る
資
金
援
助
そ
の
他
同
節
の
規
定
に
よ
る
業
務

三

第
四
節
の
規
定
に
よ
る
相
談
そ
の
他
同
節
の
規
定
に
よ
る
業
務

四

前
三
号
に
掲
げ
る
業
務
に
附
帯
す
る
業
務

（
業
務
方
法
書
）

第
三
十
五
条

機
構
は
、
業
務
開
始
の
際
、
業
務
方
法
書
を
作
成
し
、
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
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を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

２

前
項
の
業
務
方
法
書
に
は
、
負
担
金
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
報
告
の
徴
収
等
）

第
三
十
六
条

機
構
は
、
そ
の
業
務
を
行
う
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
原
子
力
事
業
者
に
対
し
、
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を

求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を
求
め
ら
れ
た
原
子
力
事
業
者
は
、
遅
滞
な
く
、
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
節

負
担
金

（
負
担
金
の
納
付
）

第
三
十
七
条

原
子
力
事
業
者
（
次
に
掲
げ
る
者
（
こ
れ
ら
の
者
で
あ
っ
た
者
を
含
む
。
）
で
あ
っ
て
、
原
子
炉
の
運
転
等
（

賠
償
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
原
子
炉
の
運
転
等
の
う
ち
第
一
号
に
規
定
す
る
実
用
発
電
用
原
子
炉
又
は
第
二
号
に
規

定
す
る
実
用
再
処
理
施
設
に
係
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
し
て
い
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
機
構
の

事
業
年
度
ご
と
に
、
機
構
の
業
務
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
た
め
、
機
構
に
対
し
、
負
担
金
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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一

実
用
発
電
用
原
子
炉
（
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百

六
十
六
号
。
次
号
に
お
い
て
「
原
子
炉
等
規
制
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
三
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
実
用
発
電
用

原
子
炉
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
同
項
の
許
可
を
受
け
た
者

二

実
用
再
処
理
施
設
（
原
子
炉
等
規
制
法
第
四
十
四
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
再
処
理
施
設
の
う
ち
実
用
発
電
用
原

子
炉
に
お
い
て
燃
料
と
し
て
使
用
し
た
核
燃
料
物
質
（
原
子
力
基
本
法
（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第
三
条
第

二
号
に
規
定
す
る
核
燃
料
物
質
を
い
う
。
）
に
係
る
再
処
理
（
原
子
炉
等
規
制
法
第
二
条
第
八
項
に
規
定
す
る
再
処
理
を

い
う
。
）
を
行
う
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。
）
に
係
る
原
子
炉
等
規
制
法
第
四
十
四
条
第
一
項
の
指
定

を
受
け
た
者

２

前
項
の
負
担
金
は
、
当
該
事
業
年
度
の
終
了
後
三
月
以
内
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
負
担
金
の
額

の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
金
額
に
つ
い
て
は
、
当
該
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
以
後
六
月
を
経
過
し
た
日
か
ら
三
月
以
内

に
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

機
構
は
、
負
担
金
を
そ
の
納
期
限
ま
で
に
納
付
し
な
い
原
子
力
事
業
者
が
あ
る
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
主
務
大

臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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４

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
受
け
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

（
負
担
金
の
額
）

第
三
十
八
条

前
条
第
一
項
の
負
担
金
の
額
は
、
各
原
子
力
事
業
者
に
つ
き
、
一
般
負
担
金
年
度
総
額
（
機
構
の
事
業
年
度
ご

と
に
原
子
力
事
業
者
か
ら
納
付
を
受
け
る
べ
き
負
担
金
の
額
（
第
五
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
負
担
金
額
を
除
く
。
）

の
総
額
と
し
て
機
構
が
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
て
定
め
る
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
負
担
金
率
（

一
般
負
担
金
年
度
総
額
に
対
す
る
各
原
子
力
事
業
者
が
納
付
す
べ
き
額
の
割
合
と
し
て
機
構
が
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
て

各
原
子
力
事
業
者
ご
と
に
定
め
る
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

２

一
般
負
担
金
年
度
総
額
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
た
め
に
必
要
な
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
従
っ

て
定
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

機
構
の
業
務
に
要
す
る
費
用
の
長
期
的
な
見
通
し
に
照
ら
し
、
当
該
業
務
を
適
正
か
つ
確
実
に
実
施
す
る
た
め
に
十
分

な
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二

各
原
子
力
事
業
者
の
収
支
の
状
況
に
照
ら
し
、
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
円
滑
な

運
営
に
支
障
を
来
し
、
又
は
当
該
事
業
の
利
用
者
に
著
し
い
負
担
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。
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３

負
担
金
率
は
、
各
原
子
力
事
業
者
の
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
規
模
、
内
容
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
主
務
省

令
で
定
め
る
基
準
に
従
っ
て
定
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

機
構
は
、
一
般
負
担
金
年
度
総
額
若
し
く
は
負
担
金
率
を
定
め
、
又
は
こ
れ
ら
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
主
務
大

臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

主
務
大
臣
は
、
一
般
負
担
金
年
度
総
額
に
つ
い
て
前
項
の
認
可
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
財
務
大
臣
に

協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

機
構
は
、
第
四
項
の
認
可
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
当
該
認
可
に
係
る
一
般
負
担
金
年
度
総
額
又
は
負
担
金
率
を

原
子
力
事
業
者
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

７

主
務
大
臣
は
、
機
構
の
業
務
の
実
施
の
状
況
、
各
原
子
力
事
業
者
の
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
状
況
そ
の
他
の
事

情
に
照
ら
し
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
機
構
に
対
し
、
一
般
負
担
金
年
度
総
額
又
は
負
担
金
率
の
変
更
を
す
べ
き
こ
と
を
命

ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
延
滞
金
）

第
三
十
九
条

原
子
力
事
業
者
は
、
負
担
金
を
そ
の
納
期
限
ま
で
に
納
付
し
な
い
場
合
に
は
、
機
構
に
対
し
、
延
滞
金
を
納
付
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し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

延
滞
金
の
額
は
、
未
納
の
負
担
金
の
額
に
納
期
限
の
翌
日
か
ら
そ
の
納
付
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
年
十
四
・
五
パ
ー
セ

ン
ト
の
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
と
す
る
。

第
三
節

資
金
援
助

第
一
款

通
則

（
資
金
援
助
の
申
込
み
）

第
四
十
条

原
子
力
事
業
者
は
、
賠
償
法
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
当
該
原
子
力
事
業
者
が
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
べ
き

額
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
四
十
二
条
第
一
項
に
お
い
て
「
要
賠
償
額
」
と
い
う
。
）
が
賠
償
措
置
額
を
超
え
る
と
見
込
ま
れ

る
場
合
に
は
、
機
構
が
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
迅
速
か
つ
適
切
な
実
施
及
び
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉
の
運
転

等
に
係
る
事
業
の
円
滑
な
運
営
の
確
保
に
資
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
措
置
（
以
下
「
資
金
援
助
」
と
い
う
。
）
を
行
う
こ

と
を
、
機
構
に
申
し
込
む
こ
と
が
で
き
る
。

一

当
該
原
子
力
事
業
者
に
対
し
、
要
賠
償
額
か
ら
賠
償
措
置
額
を
控
除
し
た
額
を
限
度
と
し
て
、
損
害
賠
償
の
履
行
に
充

て
る
た
め
の
資
金
を
交
付
す
る
こ
と
（
以
下
「
資
金
交
付
」
と
い
う
。
）
。
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二

当
該
原
子
力
事
業
者
が
発
行
す
る
株
式
の
引
受
け

三

当
該
原
子
力
事
業
者
に
対
す
る
資
金
の
貸
付
け

四

当
該
原
子
力
事
業
者
が
発
行
す
る
社
債
又
は
主
務
省
令
で
定
め
る
約
束
手
形
の
取
得

五

当
該
原
子
力
事
業
者
に
よ
る
資
金
の
借
入
れ
に
係
る
債
務
の
保
証

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
込
み
を
行
う
原
子
力
事
業
者
は
、
機
構
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

原
子
力
損
害
の
状
況

二

要
賠
償
額
の
見
通
し
及
び
損
害
賠
償
の
迅
速
か
つ
適
切
な
実
施
の
た
め
の
方
策

三

資
金
援
助
を
必
要
と
す
る
理
由
並
び
に
実
施
を
希
望
す
る
資
金
援
助
の
内
容
及
び
額

四

事
業
及
び
収
支
に
関
す
る
中
期
的
な
計
画

（
資
金
援
助
の
決
定
）

第
四
十
一
条

機
構
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
込
み
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
て

、
当
該
申
込
み
に
係
る
資
金
援
助
を
行
う
か
ど
う
か
並
び
に
当
該
資
金
援
助
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
内
容
及
び
額
を
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決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

機
構
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
当
該
決
定
に
係
る
事
項
を
当
該
申
込
み
を
行
っ
た
原

子
力
事
業
者
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
主
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
報
告
に
係
る
決
定
を
受
け
た
原
子
力
事
業
者

の
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
迅
速
か
つ
適
切
な
実
施
及
び
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
円
滑

な
運
営
の
確
保
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
機
構
に
対
し
、
当
該
決
定
の
変
更
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
資
金
援
助
の
内
容
等
の
変
更
）

第
四
十
二
条

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
資
金
援
助
を
行
う
旨
の
決
定
を
受
け
た
原
子
力
事
業
者
は
、
要
賠
償
額
の
増
加
そ

の
他
の
事
情
に
よ
り
必
要
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
資
金
援
助
の
内
容
又
は
額
の
変
更
の
申
込
み
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
申
込
み
を
行
う
原
子
力
事
業
者
は
、
機
構
に
対
し
、
第
四
十
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

機
構
は
、
第
一
項
の
申
込
み
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
て
、
当
該
申
込
み
に
係
る
資
金

援
助
の
内
容
又
は
額
の
変
更
を
行
う
か
ど
う
か
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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４

前
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
交
付
資
金
の
返
還
）

第
四
十
三
条

機
構
は
、
資
金
交
付
を
受
け
た
原
子
力
事
業
者
の
損
害
賠
償
の
履
行
の
状
況
に
照
ら
し
、
当
該
原
子
力
事
業
者

に
対
す
る
当
該
資
金
交
付
の
額
か
ら
当
該
履
行
に
充
て
ら
れ
た
額
を
控
除
し
た
額
の
全
部
又
は
一
部
が
、
当
該
履
行
に
充
て

ら
れ
る
見
込
み
が
な
く
な
っ
た
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
額
を
機
構
に
対
し
納
付
す
る
こ
と
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
款

特
別
事
業
計
画
の
認
定
等

（
特
別
事
業
計
画
の
認
定
）

第
四
十
四
条

機
構
は
、
第
四
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
資
金
援
助
を
行
う
旨
の
決
定
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て

、
当
該
資
金
援
助
に
係
る
資
金
交
付
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
た
め
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
国
債
の
交
付
を
受

け
る
必
要
が
あ
り
、
又
は
そ
の
必
要
が
生
ず
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
と
き
は
、
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
て
、
当
該
資
金
援

助
の
申
込
み
を
行
っ
た
原
子
力
事
業
者
と
共
同
し
て
、
当
該
原
子
力
事
業
者
に
よ
る
損
害
賠
償
の
実
施
そ
の
他
の
事
業
の
運

営
及
び
当
該
原
子
力
事
業
者
に
対
す
る
資
金
援
助
に
関
す
る
計
画
（
以
下
「
特
別
事
業
計
画
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
、
主

務
大
臣
の
認
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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２

特
別
事
業
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

第
四
十
条
第
二
項
第
一
号
、
第
二
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項

二

原
子
力
事
業
者
の
経
営
の
合
理
化
の
た
め
の
方
策

三

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
履
行
に
充
て
る
た
め
の
資
金
を
確
保
す
る
た
め
の
原
子
力
事
業

者
に
よ
る
関
係
者
に
対
す
る
協
力
の
要
請
そ
の
他
の
方
策

四

原
子
力
事
業
者
の
資
産
及
び
収
支
の
状
況
に
係
る
評
価
に
関
す
る
事
項

五

原
子
力
事
業
者
の
経
営
責
任
の
明
確
化
の
た
め
の
方
策

六

原
子
力
事
業
者
に
対
す
る
資
金
援
助
の
内
容
及
び
額

七

交
付
を
希
望
す
る
国
債
の
額
そ
の
他
資
金
援
助
に
要
す
る
費
用
の
財
源
に
関
す
る
事
項

八

そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項

３

機
構
は
、
特
別
事
業
計
画
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
原
子
力
事
業
者
の
資
産
に
対
す
る
厳
正
か
つ
客
観
的
な

評
価
及
び
経
営
内
容
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
認
定
の
申
請
が
あ
っ
た
特
別
事
業
計
画
が
次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
に
該
当
す
る
と
認
め
る
場
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合
に
限
り
、
同
項
の
認
定
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

当
該
原
子
力
事
業
者
に
よ
る
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
迅
速
か
つ
適
切
な
実
施
及
び
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉

の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
円
滑
な
運
営
の
確
保
を
図
る
上
で
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二

第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
が
、
当
該
原
子
力
事
業
者
が
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
履
行
に
充
て
る
た
め
の
資
金
を
確

保
す
る
た
め
最
大
限
の
努
力
を
尽
く
す
も
の
で
あ
る
こ
と
。

三

円
滑
か
つ
確
実
に
実
施
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

５

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
認
定
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
財
務
大
臣
そ
の
他
関
係
行
政
機
関
の
長
に
協

議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
及
び
当
該
認
定
に
係
る
特
別
事
業
計
画
（
以
下
「

認
定
特
別
事
業
計
画
」
と
い
う
。
）
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
特
別
事
業
計
画
を
提
出
し
た
原
子
力
事
業

者
の
取
引
者
の
秘
密
を
害
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
項
及
び
当
該
原
子
力
事
業
者
の
業
務
の
遂
行
に
不
当
な
不
利
益
を
与
え
る

お
そ
れ
の
あ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
認
定
特
別
事
業
計
画
の
変
更
）
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第
四
十
五
条

機
構
及
び
原
子
力
事
業
者
は
、
認
定
特
別
事
業
計
画
の
変
更
（
主
務
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
を
除
く
。
）

を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
主
務
大
臣
の
認
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

機
構
は
、
前
項
の
認
定
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

主
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
認
定
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
に
該
当
す
る
と
認
め
る
場
合
に
限

り
、
同
項
の
認
定
を
す
る
も
の
と
す
る
。

一

変
更
後
の
特
別
事
業
計
画
が
前
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
。

二

損
害
賠
償
の
実
施
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
に
照
ら
し
、
認
定
特
別
事
業
計
画
の
変
更
を
す
る
こ
と
に
つ
い
て
や
む
を
得

な
い
事
情
が
あ
る
こ
と
。

４

前
条
第
五
項
及
び
第
六
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
認
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
認
定
特
別
事
業
計
画
の
履
行
の
確
保
）

第
四
十
六
条

主
務
大
臣
は
、
第
四
十
四
条
第
一
項
の
認
定
の
日
か
ら
次
に
掲
げ
る
条
件
の
全
て
が
満
た
さ
れ
た
と
認
め
て
主

務
大
臣
が
告
示
す
る
日
ま
で
の
間
（
第
三
項
及
び
第
五
十
条
第
一
項
に
お
い
て
「
特
別
期
間
」
と
い
う
。
）
、
認
定
特
別
事

業
計
画
（
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も
の
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
履
行
の
確
保
の
た
め
に
必
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要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
第
四
十
四
条
第
一
項
の
認
定
（
前
条
第
一
項
の
認
定
を
含
む
。
第
六
十
六
条
第
二
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
を
受
け
た
原
子
力
事
業
者
（
以
下
「
認
定
事
業
者
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
認
定
特
別
事
業
計
画
の
履
行
状
況

に
つ
き
報
告
を
求
め
、
又
は
必
要
な
措
置
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

認
定
事
業
者
の
損
害
賠
償
の
履
行
の
状
況
及
び
認
定
特
別
事
業
計
画
に
基
づ
く
資
金
援
助
（
以
下
「
特
別
資
金
援
助
」

と
い
う
。
）
の
実
施
の
状
況
に
照
ら
し
、
当
該
認
定
事
業
者
に
対
す
る
特
別
資
金
援
助
に
係
る
資
金
交
付
を
行
う
た
め
に

新
た
に
次
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
国
債
の
交
付
を
行
う
必
要
が
生
ず
る
こ
と
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

二

次
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
機
構
に
交
付
さ
れ
た
国
債
の
う
ち
第
四
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
償
還
を
受
け
て
い

な
い
も
の
が
政
府
に
返
還
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

三

第
五
十
六
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
機
構
が
国
庫
に
納
付
し
た
額
の
合
計
額
が
第
四
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
国

債
の
償
還
を
受
け
た
額
の
合
計
額
に
達
し
て
い
る
こ
と
。

２

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
報
告
を
求
め
た
場
合
に
は
、
当
該
報
告
を
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

認
定
事
業
者
が
、
当
該
認
定
に
係
る
特
別
期
間
中
に
原
子
力
事
業
者
で
な
く
な
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
原
子
力
事
業
者
で

な
く
な
っ
た
認
定
事
業
者
は
、
当
該
特
別
期
間
中
に
お
い
て
は
、
引
き
続
き
原
子
力
事
業
者
で
あ
る
も
の
と
み
な
し
て
、
こ
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の
章
の
規
定
（
こ
れ
ら
の
規
定
に
係
る
罰
則
を
含
む
。
）
を
適
用
す
る
。

第
三
款

特
別
資
金
援
助
に
対
す
る
政
府
の
援
助

（
国
債
の
交
付
）

第
四
十
七
条

政
府
は
、
機
構
が
特
別
資
金
援
助
に
係
る
資
金
交
付
を
行
う
た
め
に
必
要
と
な
る
資
金
の
確
保
に
用
い
る
た
め

、
国
債
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

政
府
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
、
予
算
で
定
め
る
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
国
債
を
発
行
し
、
こ
れ
を
機
構
に
交
付
す
る

も
の
と
す
る
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
発
行
す
る
国
債
は
、
無
利
子
と
す
る
。

４

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
発
行
す
る
国
債
に
つ
い
て
は
、
譲
渡
、
担
保
権
の
設
定
そ
の
他
の
処
分
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

５

前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
発
行
す
る
国
債
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
財
務
省
令
で
定
め
る
。

（
国
債
の
償
還
等
）

第
四
十
八
条

機
構
は
、
特
別
資
金
援
助
に
係
る
資
金
交
付
を
行
う
た
め
に
必
要
と
な
る
額
を
限
り
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
り
交
付
さ
れ
た
国
債
の
償
還
の
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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２

政
府
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
し
た
国
債
の
全
部
又
は
一
部
に
つ
き
機
構
か
ら
償
還
の
請
求
を
受
け
た
と
き

は
、
速
や
か
に
、
そ
の
償
還
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

前
項
の
規
定
に
よ
る
償
還
は
、
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
行
う
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
迅
速
か
つ
適
切
な
実
施
を
確
保
す

る
た
め
の
財
政
上
の
措
置
に
関
す
る
措
置
の
経
理
を
明
確
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会
計
に
設
け

ら
れ
る
勘
定
の
負
担
に
お
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

４

前
項
に
規
定
す
る
勘
定
の
負
担
は
、
特
別
の
資
金
の
設
置
及
び
当
該
資
金
の
適
切
な
受
払
い
そ
の
他
の
当
該
勘
定
に
お
け

る
資
金
の
確
保
に
必
要
な
措
置
に
よ
り
円
滑
に
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
政
府
が
交
付
し
た
国
債
の
償
還
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、

財
務
省
令
で
定
め
る
。

（
国
債
の
返
還
等
）

第
四
十
九
条

機
構
は
、
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
国
債
の
う
ち
償
還
さ
れ
て
い
な
い
も
の
が
あ
る
場

合
に
お
い
て
、
認
定
事
業
者
の
損
害
賠
償
の
履
行
の
状
況
及
び
特
別
資
金
援
助
の
実
施
の
状
況
に
照
ら
し
、
当
該
認
定
事
業

者
に
対
す
る
特
別
資
金
援
助
に
係
る
資
金
交
付
を
行
う
た
め
に
新
た
に
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
国
債
の
償
還
の
請
求
を
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行
う
必
要
が
生
ず
る
こ
と
が
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
償
還
さ
れ
て
い
な
い
国
債
を
政
府
に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２

政
府
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
国
債
が
返
還
さ
れ
た
場
合
に
は
、
直
ち
に
、
こ
れ
を
消
却
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
政
府
が
交
付
し
た
国
債
の
返
還
及
び
消
却
に
関
し

必
要
な
事
項
は
、
財
務
省
令
で
定
め
る
。

第
四
款

負
担
金
の
額
の
特
例

第
五
十
条

認
定
事
業
者
が
、
当
該
認
定
に
係
る
特
別
期
間
内
に
そ
の
全
部
又
は
一
部
が
含
ま
れ
る
機
構
の
事
業
年
度
に
つ
い

て
納
付
す
べ
き
負
担
金
の
額
は
、
第
三
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
額
に
特
別

負
担
金
額
（
認
定
事
業
者
に
追
加
的
に
負
担
さ
せ
る
こ
と
が
相
当
な
額
と
し
て
機
構
が
事
業
年
度
ご
と
に
運
営
委
員
会
の
議

決
を
経
て
定
め
る
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
加
算
し
た
額
と
す
る
。

２

特
別
負
担
金
額
は
、
認
定
事
業
者
の
収
支
の
状
況
に
照
ら
し
、
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
事

業
の
円
滑
な
運
営
の
確
保
に
支
障
を
生
じ
な
い
限
度
に
お
い
て
、
認
定
事
業
者
に
対
し
、
で
き
る
だ
け
高
額
の
負
担
を
求
め

る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
従
っ
て
定
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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３

機
構
は
、
特
別
負
担
金
額
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

４

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
可
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
財
務
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

機
構
は
、
第
三
項
の
認
可
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
当
該
認
可
に
係
る
特
別
負
担
金
額
を
認
定
事
業
者
に
通
知
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
節

損
害
賠
償
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
た
め
の
相
談
そ
の
他
の
業
務

（
相
談
及
び
情
報
提
供
等
）

第
五
十
一
条

機
構
は
、
原
子
力
事
業
者
に
対
す
る
資
金
援
助
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
原
子
力
事
業
者
に
係
る
原
子
力
損

害
を
受
け
た
者
か
ら
の
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
情
報
の
提
供
及
び
助
言
を
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
機
構

は
、
当
該
業
務
を
第
三
者
に
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
資
産
の
買
取
り
）

第
五
十
二
条

機
構
は
、
資
金
援
助
を
受
け
た
原
子
力
事
業
者
か
ら
の
申
込
み
に
基
づ
き
、
当
該
資
金
援
助
に
係
る
原
子
力
損

害
の
賠
償
の
履
行
に
充
て
る
た
め
の
資
金
の
確
保
に
資
す
る
た
め
、
当
該
原
子
力
事
業
者
の
保
有
す
る
資
産
の
買
取
り
を
行
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う
こ
と
が
で
き
る
。

２

機
構
は
、
前
項
の
資
産
の
買
取
り
の
申
込
み
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
運
営
委
員
会
の
議
決
を
経
て
、
当
該
資
産

の
買
取
り
を
行
う
か
ど
う
か
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

第
四
十
一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
六
章

財
務
及
び
会
計

（
事
業
年
度
）

第
五
十
三
条

機
構
の
事
業
年
度
は
、
毎
年
四
月
一
日
に
始
ま
り
、
翌
年
三
月
三
十
一
日
に
終
わ
る
。

（
予
算
等
の
認
可
）

第
五
十
四
条

機
構
は
、
毎
事
業
年
度
、
予
算
及
び
資
金
計
画
を
作
成
し
、
当
該
事
業
年
度
の
開
始
前
に
、
主
務
大
臣
の
認
可

を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

２

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
可
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
財
務
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
財
務
諸
表
等
）

第
五
十
五
条

機
構
は
、
毎
事
業
年
度
、
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
、
利
益
の
処
分
又
は
損
失
の
処
理
に
関
す
る
書
類
そ
の
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他
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
及
び
こ
れ
ら
の
附
属
明
細
書
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
財
務
諸
表
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し

、
当
該
事
業
年
度
の
終
了
後
三
月
以
内
に
主
務
大
臣
に
提
出
し
、
そ
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

機
構
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
財
務
諸
表
を
主
務
大
臣
に
提
出
す
る
と
き
は
、
こ
れ
に
当
該
事
業
年
度
の
事
業
報
告
書
及

び
予
算
の
区
分
に
従
い
作
成
し
た
決
算
報
告
書
並
び
に
財
務
諸
表
及
び
決
算
報
告
書
に
関
す
る
監
事
の
意
見
書
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

機
構
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
主
務
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
財
務
諸
表
を
官
報
に
公
告
し
、
か

つ
、
財
務
諸
表
並
び
に
前
項
の
事
業
報
告
書
、
決
算
報
告
書
及
び
監
事
の
意
見
書
を
、
各
事
務
所
に
備
え
て
置
き
、
主
務
省

令
で
定
め
る
期
間
、
一
般
の
閲
覧
に
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
利
益
及
び
損
失
の
処
理
）

第
五
十
六
条

機
構
は
、
毎
事
業
年
度
、
損
益
計
算
に
お
い
て
利
益
を
生
じ
た
と
き
は
、
前
事
業
年
度
か
ら
繰
り
越
し
た
損
失

を
埋
め
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
残
余
の
額
は
、
積
立
金
と
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

機
構
は
、
毎
事
業
年
度
、
損
益
計
算
に
お
い
て
損
失
を
生
じ
た
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
積
立
金
を
減
額
し
て
整
理

し
、
な
お
不
足
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
不
足
額
は
、
繰
越
欠
損
金
と
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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３

機
構
は
、
予
算
を
も
っ
て
定
め
る
額
に
限
り
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
積
立
金
を
第
三
十
四
条
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲

げ
る
業
務
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

機
構
は
、
特
別
資
金
援
助
に
係
る
資
金
交
付
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
毎
事
業
年
度
、
第
一
項
に
規
定
す
る
残
余
が
あ
る
と

き
は
、
当
該
資
金
交
付
を
行
う
た
め
に
既
に
第
四
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
国
債
の
償
還
を
受
け
た
額
の
合
計
額
か
ら

こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
既
に
国
庫
に
納
付
し
た
額
を
控
除
し
た
額
ま
で
を
限
り
、
国
庫
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
中
「
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
」
と
あ
る
の
は
、
「
な
お
残
余
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
第
四
項

の
規
定
に
よ
り
国
庫
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
額
を
控
除
し
て
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
」
と
す
る
。

５

前
項
の
規
定
に
よ
る
納
付
金
に
関
し
、
納
付
の
手
続
そ
の
他
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
借
入
金
及
び
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
債
）

第
五
十
七
条

機
構
は
、
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
、
金
融
機
関
そ
の
他
の
者
か
ら
資
金
の
借
入
れ
（
借
換
え
を
含
む
。
）

を
し
、
又
は
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
債
（
以
下
「
機
構
債
」
と
い
う
。
）
の
発
行
（
機
構
債
の
借
換
え
の
た
め
の
発
行

を
含
む
。
）
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
機
構
は
、
機
構
債
の
債
券
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

主
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
可
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
財
務
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
借
入
金
の
現
在
額
及
び
同
項
の
規
定
に
よ
り
発
行
す
る
機
構
債
の
元
本
に
係
る
債
務
の
現
在
額
の

合
計
額
は
、
政
令
で
定
め
る
額
を
超
え
る
こ
と
と
な
っ
て
は
な
ら
な
い
。

４

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
機
構
債
の
債
権
者
は
、
機
構
の
財
産
に
つ
い
て
他
の
債
権
者
に
先
立
っ
て
自
己
の
債
権
の
弁
済
を

受
け
る
権
利
を
有
す
る
。

５

前
項
の
先
取
特
権
の
順
位
は
、
民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
の
規
定
に
よ
る
一
般
の
先
取
特
権
に
次
ぐ
も

の
と
す
る
。

６

機
構
は
、
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
、
機
構
債
の
発
行
に
関
す
る
事
務
の
全
部
又
は
一
部
を
銀
行
又
は
信
託
会
社
に
委

託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

７

会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
七
百
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
七
百
九
条
の
規
定
は
、
前
項
の

規
定
に
よ
り
委
託
を
受
け
た
銀
行
又
は
信
託
会
社
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

８

第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
四
項
か
ら
前
項
ま
で
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
機
構
債
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め

る
。

（
政
府
保
証
）
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第
五
十
八
条

政
府
は
、
法
人
に
対
す
る
政
府
の
財
政
援
助
の
制
限
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
一
年
法
律
第
二
十
四
号
）
第

三
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
機
構
の
前
条
第
一
項
の
借
入
れ
又
は
機
構

債
に
係
る
債
務
の
保
証
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
余
裕
金
の
運
用
）

第
五
十
九
条

機
構
は
、
次
の
方
法
に
よ
る
ほ
か
、
業
務
上
の
余
裕
金
を
運
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

一

国
債
そ
の
他
主
務
大
臣
の
指
定
す
る
有
価
証
券
の
保
有

二

主
務
大
臣
の
指
定
す
る
金
融
機
関
へ
の
預
金

三

そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る
方
法

（
省
令
へ
の
委
任
）

第
六
十
条

こ
の
法
律
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
機
構
の
財
務
及
び
会
計
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
主
務
省
令
で
定
め
る
。

第
七
章

監
督

（
監
督
）

第
六
十
一
条

機
構
は
、
主
務
大
臣
が
監
督
す
る
。
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２

主
務
大
臣
は
、
こ
の
法
律
を
施
行
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
機
構
に
対
し
、
そ
の
業
務
に
関
し
て
監
督

上
必
要
な
命
令
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
報
告
及
び
検
査
）

第
六
十
二
条

主
務
大
臣
は
、
こ
の
法
律
を
施
行
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
機
構
に
対
し
そ
の
業
務
に
関
し

報
告
を
さ
せ
、
又
は
そ
の
職
員
に
機
構
の
事
務
所
に
立
ち
入
り
、
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き

る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
職
員
が
立
入
検
査
を
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
人
に
こ
れ
を
提

示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。

第
八
章

雑
則

（
定
款
の
変
更
）

第
六
十
三
条

定
款
の
変
更
は
、
主
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
。

（
解
散
）
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第
六
十
四
条

機
構
は
、
解
散
し
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
債
務
を
弁
済
し
て
な
お
残
余
財
産
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
各
出

資
者
に
対
し
、
そ
の
出
資
額
を
限
度
と
し
て
分
配
す
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
機
構
の
解
散
に
つ
い
て
は
、
別
に
法
律
で
定
め
る
。

（
政
府
に
よ
る
資
金
の
交
付
）

第
六
十
五
条

政
府
は
、
著
し
く
大
規
模
な
原
子
力
損
害
の
発
生
そ
の
他
の
事
情
に
照
ら
し
、
機
構
の
業
務
を
適
正
か
つ
確
実

に
実
施
す
る
た
め
に
十
分
な
も
の
と
な
る
よ
う
に
負
担
金
の
額
を
定
め
る
と
し
た
な
ら
ば
、
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原

子
炉
の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
円
滑
な
運
営
に
支
障
を
来
し
、
又
は
当
該
事
業
の
利
用
者
に
著
し
い
負
担
を
及
ぼ
す
過
大
な

額
の
負
担
金
を
定
め
る
こ
と
と
な
り
、
国
民
生
活
及
び
国
民
経
済
に
重
大
な
支
障
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る

場
合
に
限
り
、
予
算
で
定
め
る
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
機
構
に
対
し
、
必
要
な
資
金
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
法
人
税
の
特
例
）

第
六
十
六
条

原
子
力
事
業
者
が
第
三
十
七
条
の
規
定
に
基
づ
き
機
構
の
事
業
年
度
に
つ
い
て
機
構
の
業
務
に
要
す
る
費
用
に

充
て
る
こ
と
と
さ
れ
る
負
担
金
を
納
付
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
納
付
す
る
負
担
金
の
額
は
、
当
該
事
業
年
度
終
了
の
日
の
属

す
る
当
該
原
子
力
事
業
者
の
事
業
年
度
（
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
十
三
条
及
び
第
十
四
条
に
規
定
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す
る
事
業
年
度
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
所
得
の
金
額
又
は
連
結
事
業
年
度
（
同
法
第
十
五
条
の
二
に
規
定
す

る
連
結
事
業
年
度
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
連
結
所
得
（
同
法
第
二
条
第
十
八
号
の
四
に
規
定
す
る
連
結
所
得

を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
金
額
の
計
算
上
、
損
金
の
額
に
算
入
す
る
。

２

原
子
力
事
業
者
が
第
四
十
四
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
と
き
は
、
そ
の
特
別
資
金
援
助
（
第
四
十
条
第
一
項
第
一
号
に

掲
げ
る
措
置
に
限
る
。
）
に
よ
る
収
益
の
額
に
つ
い
て
は
、
機
構
か
ら
交
付
を
受
け
た
資
金
の
額
を
当
該
交
付
を
受
け
た
日

の
属
す
る
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
又
は
連
結
事
業
年
度
の
連
結
所
得
の
金
額
の
計
算
上
、
益
金
の
額
に
算
入
す
る
。

３

前
二
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
登
録
免
許
税
の
特
例
）

第
六
十
七
条

機
構
が
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
別
資
金
援
助
に
係
る
資
金
交
付
を
受
け
た
認
定
事
業
者
か
ら
資

産
の
買
取
り
を
行
う
場
合
に
お
け
る
当
該
資
産
の
買
取
り
に
伴
う
不
動
産
の
所
有
権
の
移
転
の
登
記
に
つ
い
て
は
、
財
務
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
買
取
り
後
三
月
以
内
に
登
記
を
受
け
る
も
の
に
限
り
、
登
録
免
許
税
を
課
さ
な
い
。

（
主
務
省
令
へ
の
委
任
）

第
六
十
八
条

こ
の
法
律
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
主
務
省
令
で
定
め
る
。
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（
主
務
大
臣
及
び
主
務
省
令
）

第
六
十
九
条

こ
の
法
律
に
お
け
る
主
務
大
臣
及
び
主
務
省
令
は
、
政
令
で
定
め
る
。

第
九
章

罰
則

第
七
十
条

第
二
十
条
（
第
三
十
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
違
反
し
て
そ
の
職
務
上
知
る
こ
と
の

で
き
た
秘
密
を
漏
ら
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

第
七
十
一
条

第
四
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
者
は
、
五
十
万
円
以
下
の
罰
金

に
処
す
る
。

第
七
十
二
条

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
機
構
の
役
員
又
は
職
員
は
、
五
十
万

円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

一

第
四
十
一
条
第
二
項
（
第
四
十
二
条
第
四
項
及
び
第
五
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
と
き
。

二

第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
検
査
を

拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
た
と
き
。



­ 39 ­

第
七
十
三
条

第
三
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
若
し
く
は
資
料
の
提
出
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
報
告
若
し
く
は
資
料

の
提
出
を
し
た
者
は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

第
七
十
四
条

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務

に
関
し
て
第
七
十
一
条
又
は
前
条
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
各

本
条
の
刑
を
科
す
る
。

第
七
十
五
条

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
機
構
の
役
員
は
、
二
十
万
円
以
下
の

過
料
に
処
す
る
。

一

こ
の
法
律
に
よ
り
主
務
大
臣
の
認
可
又
は
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
認
可
又
は
承
認
を

受
け
な
か
っ
た
と
き
。

二

第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
令
に
違
反
し
て
登
記
す
る
こ
と
を
怠
っ
た
と
き
。

三

第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
業
務
以
外
の
業
務
を
行
っ
た
と
き
。

四

第
三
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
報
告
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
と
き
。

五

第
三
十
八
条
第
七
項
、
第
四
十
一
条
第
三
項
（
第
四
十
二
条
第
四
項
及
び
第
五
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
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合
を
含
む
。
）
又
は
第
六
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
主
務
大
臣
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
。

六

第
五
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
書
類
を
備
え
置
か
ず
、
又
は
閲
覧
に
供
し
な
か
っ
た
と
き
。

七

第
五
十
九
条
の
規
定
に
違
反
し
て
業
務
上
の
余
裕
金
を
運
用
し
た
と
き
。

第
七
十
六
条

第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
二
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
そ
の
名
称
中
に
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
と
い
う
文
字
を
用
い
て
い
る
者
に
つ
い
て

は
、
第
五
条
第
二
項
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
六
月
間
は
、
適
用
し
な
い
。

第
三
条

第
四
十
条
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
生
じ
た
原
子
力
損
害
に
つ
い
て
も
適
用
す
る
。

第
四
条

機
構
の
最
初
の
事
業
年
度
は
、
第
五
十
三
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
成
立
の
日
に
始
ま
り
、
そ
の
後
最
初
の

三
月
三
十
一
日
に
終
わ
る
も
の
と
す
る
。
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第
五
条

機
構
の
最
初
の
事
業
年
度
の
予
算
及
び
資
金
計
画
に
つ
い
て
は
、
第
五
十
四
条
第
一
項
中
「
当
該
事
業
年
度
の
開
始

前
に
」
と
あ
る
の
は
、
「
機
構
の
成
立
後
遅
滞
な
く
」
と
す
る
。

（
検
討
）

第
六
条

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
適
当
な
時
期
に
お
い
て
、
国
民
生
活
の
安
定
向
上
及
び
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
を

図
る
観
点
か
ら
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
施
策
の
在
り
方
に
つ
い
て
の
検
討
を
踏
ま
え
つ
つ
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
実
施

の
状
況
、
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
運
営
の
状
況
、
経
済
金
融
情
勢
そ
の
他
の
事
情
を

勘
案
し
、
原
子
力
損
害
に
係
る
政
府
の
援
助
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を

講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
地
方
税
法
の
一
部
改
正
）

第
七
条

地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
十
二
条
の
五
第
一
項
第
五
号
中
「
委
託
者
保
護
基
金
」
の
下
に
「
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
」
を
加
え
る
。

（
行
政
事
件
訴
訟
法
の
一
部
改
正
）

第
八
条

行
政
事
件
訴
訟
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
三
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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別
表
国
立
大
学
法
人
の
項
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
）

（
所
得
税
法
の
一
部
改
正
）

第
九
条

所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
一
健
康
保
険
組
合
及
び
健
康
保
険
組
合
連
合
会
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
）

（
法
人
税
法
の
一
部
改
正
）

第
十
条

法
人
税
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
健
康
保
険
組
合
及
び
健
康
保
険
組
合
連
合
会
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
）

（
消
費
税
法
の
一
部
改
正
）

第
十
一
条

消
費
税
法
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
百
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
三
第
一
号
の
表
健
康
保
険
組
合
及
び
健
康
保
険
組
合
連
合
会
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。
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原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
）

（
独
立
行
政
法
人
等
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
二
条

独
立
行
政
法
人
等
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
三
年
法
律
第
百
四
十
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
一
国
立
大
学
法
人
の
項
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
）

（
独
立
行
政
法
人
等
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
三
条

独
立
行
政
法
人
等
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
九
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
）

（
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
四
条

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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第
八
十
五
条
第
一
項
中
「
及
び
電
源
利
用
対
策
」
を
「
、
電
源
利
用
対
策
及
び
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
対
策
」
に
改
め
、

同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

６

こ
の
条
に
お
い
て
「
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
対
策
」
と
は
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
「
機
構
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
り
行
う
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
迅
速
か
つ
適

切
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
の
財
政
上
の
措
置
に
関
す
る
措
置
で
あ
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
い
う
。

一

第
九
十
一
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
の
繰
入
れ

二

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
に
対
す
る
出
資

第
八
十
六
条
第
二
項
中
「
又
は
電
源
開
発
促
進
勘
定
」
を
「
、
電
源
開
発
促
進
勘
定
又
は
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
」

に
改
め
る
。

第
八
十
七
条
中
「
及
び
電
源
開
発
促
進
勘
定
」
を
「
、
電
源
開
発
促
進
勘
定
及
び
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
」
に
改
め

る
。第

八
十
八
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
に
お
け
る
歳
入
及
び
歳
出
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
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一

歳
入

イ

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
か
ら
の
受
入
金

ロ

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
か
ら
生
ず
る
収
入

ハ

一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金

ニ

借
入
金

ホ

証
券
の
発
行
収
入
金

ヘ

機
構
法
第
五
十
六
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
納
付
金

ト

附
属
雑
収
入

二

歳
出

イ

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
へ
の
繰
入
金

ロ

第
九
十
一
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
の
繰
入
金

ハ

借
入
金
の
償
還
金
及
び
利
子

ニ

証
券
の
償
還
金
及
び
利
子
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ホ

一
時
借
入
金
及
び
融
通
証
券
の
利
子

ヘ

証
券
及
び
融
通
証
券
の
発
行
及
び
償
還
に
関
す
る
諸
費

ト

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
へ
の
出
資
金

チ

事
務
取
扱
費

リ

附
属
諸
費

第
九
十
一
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
一
般
会
計
か
ら
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
へ
の
繰
入
対
象
経
費
）

第
九
十
一
条
の
二

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
に
お
け
る
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
対
象
経
費
は
、
同
勘
定
に
お
け
る
借
入

金
、
証
券
、
一
時
借
入
金
及
び
融
通
証
券
の
利
子
に
要
す
る
経
費
、
証
券
及
び
融
通
証
券
の
発
行
及
び
償
還
に
関
す
る
諸

費
に
要
す
る
経
費
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
へ
の
出
資
に
要
す
る
経
費
並
び
に
事
務
取
扱
費
に
要
す
る
経
費
と
す
る
。

（
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
か
ら
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
の
繰
入
れ
）

第
九
十
一
条
の
三

機
構
法
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
国
債
の
償
還
金
並
び
に
当
該
国
債
の
交
付
及

び
償
還
に
関
す
る
諸
費
の
支
出
に
必
要
な
金
額
は
、
毎
会
計
年
度
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
か
ら
国
債
整
理
基
金
特
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別
会
計
に
繰
り
入
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
の
借
入
金
又
は
証
券
に
つ
い
て
は
、
第
四
十
六
条
第
一
項
及
び
第
四
十
七
条
の
規
定
は
、

適
用
し
な
い
。

第
九
十
二
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
）

第
九
十
二
条
の
二

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
に
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
を
置
き
、
同
勘
定
か
ら
の
繰
入
金
を
も
っ

て
こ
れ
に
充
て
る
。

２

前
項
の
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
か
ら
の
繰
入
金
は
、
予
算
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
繰
り
入
れ
る
も
の
と
す
る
。

３

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
は
、
第
九
十
一
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
の
繰
入
れ
（

第
九
十
四
条
に
お
い
て
「
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
繰
入
れ
」
と
い
う
。
）
を
円
滑
に
実
施
す
る
た
め
に
要
す
る
費
用
を

支
弁
す
る
た
め
に
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
予
算
で
定
め
る
金
額
を
限
り
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
の
歳
入
に
繰
り

入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
の
受
払
い
は
、
財
務
大
臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
の
歳
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入
歳
出
外
と
し
て
経
理
す
る
も
の
と
す
る
。

第
九
十
四
条
第
三
項
中
「
前
項
」
を
「
第
二
項
及
び
前
二
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次

に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

３

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
に
お
け
る
借
入
金
対
象
経
費
は
、
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
繰
入
れ
に
要
す
る
費
用
と
す

る
。

４

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
に
お
い
て
、
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
繰
入
れ
に
要
す
る
費
用
の
財
源
に
充
て
る
た
め
に

必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
同
勘
定
の
負
担
に
お
い
て
、
一
年
内
に
償
還
す
べ
き
証
券
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の

場
合
に
お
け
る
証
券
の
限
度
額
に
つ
い
て
は
、
予
算
を
も
っ
て
、
国
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
に
お
い
て
は
、
翌
年
度
に
お
け
る
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
繰
入
れ
を
円
滑
に
実
施
す
る

た
め
、
予
算
を
も
っ
て
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額
を
限
度
と
し
て
、
同
勘
定
の
負
担
に
お
い
て
、
借
入
金
を
し
、
又
は
一

年
内
に
償
還
す
べ
き
証
券
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
九
十
五
条
第
一
項
中
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
勘
定
」
の
下
に
「
及
び
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
勘
定
」
を
加
え
る
。

（
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）
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第
十
五
条

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
六
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
一
国
立
大
学
法
人
の
項
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

号
）
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理

由

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
り
原
子
力
事
業
者
が
賠
償
の
責
め
に
任
ず
べ
き
額
が
同
法
の
賠
償
措
置
額

を
超
え
る
原
子
力
損
害
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
原
子
力
事
業
者
が
損
害
を
賠
償
す
る
た
め
に
必
要
な
資
金
の
交
付
そ

の
他
の
業
務
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
迅
速
か
つ
適
切
な
実
施
及
び
電
気
の
安
定
供
給
そ
の
他
の
原
子
炉

の
運
転
等
に
係
る
事
業
の
円
滑
な
運
営
の
確
保
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
法
人
と
し
て
、
原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構
を
設

立
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。


